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空間伝送型ワイヤレス電力伝送システム作業班の検討体制及び検討状況

陸上無線通信委員会

主査 独立行政法人 国立高等専門学校機構 安藤 真

空間伝送型ワイヤレス電力伝送システム作業班

主任 東京電機大学 三谷 政昭
作業班構成員 22名

○検討状況
＜陸上無線通信委員会＞

第46回（平成31年１月16日）--空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの技術的条件について検討するために作
業班の開始が承認された。

第47回（平成31年２月７日）--空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの技術的条件に関する提案募集の結果につ
いて、また当該結果を踏まえ作業班において検討を進めることについて報告を行った。

＜空間伝送型ワイヤレス電力伝送システム作業班＞

第１回（平成31年２月20日）--空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの技術的条件について検討するために作業
班の設立が承認された。作業班の設置及び主任の指名について説明があり、主任代理及び構成員の指名並び
にスケジュールについて確認等が行われた。また、空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの技術的条件に関
する提案募集の結果等について説明があり、今後の検討課題等について議論が行われた。

第２回（平成31年４月９日）--各周波数帯における無線通信との共用条件案について議論が行われた。

第３回（令和元年５月23日）--各周波数帯における無線通信との共用条件案について議論が行われた。

第４回（令和元年７月９日）--各周波数帯における無線通信との共用条件案について議論が行われた。

第５回（令和元年12月６日）--各周波数帯における無線通信との共用条件案について議論が行われた。

第６回（令和２年１月10日） --各周波数帯における無線通信との共用条件案、報告書案について議論が行われた。

第７回（令和２年１月31日）
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3空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムに関する検討経緯

・近年、家電製品や電気自動車等において、迅速かつ容易に充電することを可能としたWPTシステムのニーズ
が高まっている。そのため、総務省では、これまでに磁界結合・電界結合等の近接結合型WPTシステムに関す
る制度化を行ってきたところである。

・これらの方式とは異なり、遠く離れた場所にあるデバイスへの電力伝送を目的として、電波によって電力を
伝送する空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの研究開発が進められ、家庭内や工場内にある電子機器のワ
イヤレス化をはじめ、災害時の遠隔地へ電力伝送等への活用に期待が寄せられている。

・また、センサネットワークを活用したシステムの普及・拡大が進んでいる。空間伝送型ワイヤレス電力伝送
システムによりこれらのセンサが受電し、利用することで電池交換のために停止させるといった作業が不要と
なり、工場等の24時間稼働が可能となることから、産業界からの導入を希望する声が多く聞かれている。

・2018年（平成30年）８月に公表された「電波有効利用成長戦略懇談会」の報告書において、「空間伝送型
ワイヤレス電力伝送システム」の実用化に係る制度整備に当たっては、周波数の割当てや無線従事者の配置、
受信設備への規律等が必要になると考えられることから、基本的には、無線設備として規律していくことが適
当と考えられるとの提言がなされた。

・そのため、提案募集及び作業班でのヒアリング等により、空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムにおける
電波利用に対する技術的条件について検討を行った。

■ 主な検討項目

■検討背景

（１）空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの技術的条件の検討
周波数帯や空中線電力、占有周波数帯幅等の技術的条件について、

他の無線システムへの影響を確認した上で検討する。

（２）その他
制度化に当たって留意すべき事項について検討する。

■空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの仕組み

本システムは、送信／受電間で空中線を対向させ、電波
として電力を伝送する方式であり、遠距離の送信が可能と
なる。送信側の空中線には、パラボラアンテナやアレーア
ンテナ等が用いられ、受電側には、空中線素子で受信した
高周波信号を、整流回路を介して電力として取り出すまで
を一体構造としたレクテナと呼ばれる空中線が用いられる。

電力

共振回路

整流回路
電波

送信機 受信機 レクテナ



4空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムのユースケース

工場、倉庫、配送センター等の無人エリアでの、
センサ、カメラ、表示器等への送信

老人介護施設等での見守りセンサ等への送信（920MHz帯のみ）

工場、倉庫、配送センター等の有人エリアでの、
センサ、表示器等への送信（920MHz帯のみ）

「WPT管理環境」

「WPT一般環境」
物流現場での品質管理センサ等への送信（920MHz帯のみ）

工場、倉庫、配送センター等の有人及び無人エリアでの、
センサ、カメラ等への送信

店舗、オフィス等の有人及び無人エリアでの、センサ、表
示器、カメラ、モバイル端末等への送信

屋外での、センサ、カメラ、モバイル端末等への送信

【第1ステップ：本報告のシステム】 【今後期待される第２ステップ以降】



5空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの普及予測

●本報告の空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムは制限を設けた第1ステップとなるため、屋内の無人の工場ラ
イン（組み立て型工場）、プラント（加工型工場）、倉庫、配送センターの無人エリア、有人の物流現場、老人介護施設
等での普及が見込まれ、2025年に約700億円の市場規模が見込まれる。

●また、当初提案された①FA/IoTセンサ、②介護・見守り用途センサ、③モバイル端末（スマートフォン、タブレット
等）への展開では、2025年に約5,520億円の市場規模が見込まれる。

用途
市場規模予測金額
（2025年、国内）

①FA/IoTセンサ 3,750億円

②介護・見守り用途センサ 500億円

③モバイル端末
（スマートフォン、タブレット等）

1,270億円

合計 5,520億円

本報告のシステムの市場規模予測
（第1ステップ）

当初提案の
市場規模予測
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用途 1 組み立て型工場 用途 2 加工型工場

用途 3 倉庫、配送センター 用途 4 物流現場等

用途 5 老人介護施設等

※ ブロードバンドワイヤレスフォーラムにおいて試算
試算方法については報告書「第１章 1.4 空間伝送型ワイヤレス電力
伝送システムの市場規模予測」に記載



6空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの製品化の動向

米国の製品化動向

主に開発を主導している企業を右表に示す。
2017 年末には、 Energous と Powercastの
900MHz 帯を用いた空間伝送型ワイヤレスシス
テムの製品、2019年には、Ossiaの2.4GHz帯
の製品に対して FCC が承認を与えている。
3 社はチップセットメーカと提携し、量産化を

見据えた送受信モジュールの開発を進めているほ
か、機器メーカやサービス事業者と連携や開発
ツール等の提供を拡大している。いち早く主要な
アプリケーションを囲いこむことでデファクトス
タンダート化を狙う戦略と考えられる。

欧州 EnABLES

2018 年から開始されたプロジェクト EnABLES（European Infrastructure Powering the Internet of Things）の
Stichting IMEC Nederland（IMEC‐NL）において、10m 程度の距離のセンサノードへの電力伝送をターゲットに研究
が進められている。ホームセンシング／オートメーションを主なアプリケーションとして想定し、868MHz／915MHz 
及び 2.45GHz 帯の送受信空中線設計、RF-DC 変換機構の最適化等の技術開発を予定している。

韓国/成均館大学（SKKU）

韓国研究財団（NRF）の助成（2014-2021）を受け、成均館大学に Energy Harvesting Communication Research 
Center(EHCRC)を設置し研究活動を行っている。助成額は総額約 1,000 万ドルであり、SKKU のほか韓国科学技術院
（KAIST）やソウル大学も参画している。無線通信と無線電力伝送を融合したWireless-Powered Communication の開
発を目指し、企業パートナーとして KT、SK テレコム、LG 電子、サムスン電子等も参加し、産学の連携体制で要素技術
開発、商用システムへの適用検証、標準化活動を進める計画である。

中国

西安、重慶、四川、上海等の複数の大学や研究機関にて重点的にマイクロ波による電力伝送システムの研究開発を行って
おり、屋外で複数の空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムのデモンストレーションや実証実験が行われている。
また、携帯基地局からの電波をハーベストし、ドローンに無線充電するシステムをファーウェイ社が計画中であると、

2017年の展示会MWC(Mobile World Congress)で発表され、その後の研究開発が期待されている。

近づいて良い距離が示されているのみ。機種によっては異物検知時に放射を抑制。



7要求条件

920MHz帯 2.4GHz帯 5.7GHz帯

使用環境
屋内工場

介護施設等

屋内工場
プラント
倉庫等

屋内工場
プラント
倉庫等

利用目的
センサネットワーク

の電源提供

センサ、表示器等

の電源提供

センサ、表示器等

の電源提供

利用方法

無指向性空中線又はワイド
ビームにより物陰等の見通し
外を含めた広範囲、複数同時
に送信を行う

無線LAN機器を利用したビー

コン信号等により既存システ
ムと連携し、廉価な受電装置
により電力の１対１送信を行う

専用受電装置により細かい制
御による装置連携制御を行い、
等価的に長時間の送信と高
電力の１対１送信を行う

受電装置台数
（送信装置１台あたり）

5～10台
（同時）

1～数10台
（逐次）

1～数10台
（逐次）

必要電力※ 数μW ～数百μW 約50mW ～ 約2W 数mW ～ 数100mW

伝送距離 ～5m程度 ～10m程度 ～10m程度

設置者 他の無線設備の利用も可能 他の無線設備の利用も可能 他の無線設備の利用も可能

人がいる時の

送信
実施する 実施しない 実施しない

送信環境の認知 可能又は不可能 可能 可能

ニーズを具体的に検討した結果、低コストの無線設備実現、国際標準化の観点も踏まえ、空
間伝送型ワイヤレス電力伝送システムに活用可能な３つの周波数について検討対象を絞った。

※ アプリDUT利得と送信DUT損失を考慮した値



8他システムとの共用検討 ①干渉検討の条件

空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの共用検討パラメータ

920MHz帯 2.4GHz帯 5.7GHz帯

送信出力 1W（30dBm） 15W（41.8dBm） 32W（45.0dBm）

周波数 918.0、919.2MHz 2412、2437、
2462、2484 MHz

5740、5742、5744、5746、
5748、5750、5752、5758、

5764MHz

等価等方輻射電力 4W（36dBm） 最大65.8dBm 最大70.0dBm

占有周波数帯幅許容値 200kHz 規定しない 規定しない

空中線利得（送信） 6.0dBi 24.0dBi 25.0dBi

空中線高（送信）
屋内設置

（床高2.5m）
屋内天井面設置

（床高4.5m）
屋内天井面設置

（床高5m）

空中線指向特性

利用場所
屋内

WPT管理環境、WPT一般環境
屋内

WPT管理環境
屋内

WPT管理環境

変調方式 N0N、G1D等 N0N N0N

90° 90° 90°-90°-90°-90°



9他システムとの共用検討 ②検討結果概要 920MHz帯

共用・共存対象となる
被干渉無線システム

共用条件のポイント・状況

デジタルMCA
中継局及び移動局

• 過去の報告書（第81号）から共用可能

高度MCA 移動局

• 過去の報告書（第2041号）を踏襲しつつ、一部干渉確率計算を
追加で検討実施

• 同室内のMCA携帯移動局とWPTは干渉の可能性があることを
注意書きとして示す。それ以外は共用可能

高度MCA 基地局 • 垂直面指向性減衰量を考慮することで共用可能

携帯電話(LTE)
基地局および移動局

• パッシブ系電子タグシステム1W設備に準拠し、WPT一般環境で
は送信時間制限条件を付加することで共用可能

RFID
構内無線(パッシブタグ1W)
特定小電力(パッシブタグ250mW)
テレメータ用、テレコントロール用
及びデータ伝送用無線設備
(アクティブタグ)

• パッシブ系電子タグシステム1W設備に準拠することで共用可能

電波天文
• 1.4GHz帯を使う電波天文台の設置位置から37.5kmの見通しと

なる範囲では、空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムを設置
しない制限区域とすることで共用可能



10他システムとの共用検討 ②検討結果概要 2.4GHz帯

共用・共存対象となる
被干渉無線システム

共用条件のポイント・状況

無線LANシステム • キャリアセンスにより、共用可能
• WPT管理環境内においては、同一管理者による設置状況の管理

が可能であることを前提として、キャリアセンスの動作可能な範囲
に設置することで共用可能

移動体識別
（構内無線局、特定小電力無線局)

無人移動体高速伝送システム
(ロボット無線システム) • 必要に応じ運用調整を行うことで共用が可能

移動体衛星無線システム
（N-STAR）

• 衛星方向に対して所要離隔距離（ワーストケースで30ｍ）を確保する他、
必要に応じ運用調整を行うことで共用可能

移動体衛星無線システム
（グローバルスター) • 必要に応じ運用調整を行うことで共用が可能

放送事業者用無線局
（FPU) • 所要離隔距離・設置条件を満たすことで共用可能

電波ビーコン • 所要離隔距離（共用モデルで22m)を確保することで共用可能（2.4GHz帯の
電波ビーコンは令和3年度末にサービス終了予定）

電波天文
• 小金井及び水沢観測所においては1.6km、野辺山、臼田、石岡、
石垣島及び入来観測所においては5.7kmの範囲にて空間に設置
しない制限区域とすることで共用可能

アマチュア無線 • 設置条件及び必要に応じ運用調整を行うことで共用可能



11他システムとの共用検討 ②検討結果概要 5.7GHz帯

共用・共存対象となる
被干渉無線システム

共用条件のポイント・状況

無線LANシステム

• キャリアセンスにより共用可能
• WPT管理環境においては、同一管理者による設置状況の管

理が可能であることを前提として、キャリアセンスの動作可
能な範囲に設置することで共用可能

DSRC(狭域通信)システム
• 干渉局側の指向性減衰量及び壁損失を含む個別干渉計算
による干渉計算結果の所要離隔距離を確保することにより
共用可能。また必要に応じて運用調整による調整を実施

放送業務用
STL/TTLシステム

• 所要離隔距離・設置条件を満たすことで共用可能
(最大所要離隔距離83.4m)

放送事業用
FPU/TSLシステム

• 所要離隔距離・設置条件を満たすことで共用可能

(最大所要離隔距離80.0m(FPU)、148.5m(TSL))

無人移動体高速伝送システム
(ロボット無線システム) • 離隔距離の確保ないしは、運用調整により共用可能

気象レーダー
• 離隔距離の確保により共用可能

(気象レーダから3.3km内を制限区域とする)

電波天文
• 臼田観測所から1.1km、石岡観測所から1.87kmの範囲にて
空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムを設置しない制限
区域とすることで共用可能

アマチュア無線
• 要望により、EME/レピータの帯域を除き、19chを9chに削減
• 運用調整の枠組みを整える
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 システムの運用形態に応じて、電波防護指針に適合するようシステム諸元の設定に配慮する必要がある。
 電波防護指針では、評価する対象が、電波利用の実情が認識されているとともに、防護対象を特定することが

できる状況下にあり、注意喚起等必要な措置可能な場合は、管理環境を適用し、このような条件が満たされない
場合は、一般環境を適用することとしている。

 人体の近傍（20cm以内）で使用が想定されるものについては、人体における比吸収率の許容値に適合する必
要がある（ただし、平均電力が20mWを超えない場合は、適用対象外となる）

基本的な考え方

電波防護指針の適合性

検討結果

 本システムの2.4GHz帯及び5.7GHz帯では、人体検出機能を備え、電波防護指針値を超える範囲に人体が立
ち入ったことを検出した場合は、送信を停止する機能を有することと、これを正しく機能させることでの安全対策、
さらに電波防護指針を超える範囲には表示や柵等を設ける対応も併せて実施する。

 920MHz帯では満足できる距離が比較的近距離となるため、設置位置による対策としている。
 ユースケース及び上記電波防護指針への対策により、人体の近傍（20cm以内）での使用は想定されない。その

ため、人体の近傍における比吸収率についての検討は必要はないと想定される。

条件
反射係数
Ｋ＝1

反射係数
Ｋ＝2.56

反射係数
Ｋ＝4

反射係数
Ｋ=2.56×4=10.2

反射係数
Ｋ=4×4=16

周波数
F=920 MHz

管理環境 0.102m 0.163m 0.203m 0.325m 0.4065m

一般環境 0.227m 0.364m 0.456m 0.727m 0.912m

周波数
F=2400 MHz

管理環境 2.45m 3.92m 4.90m 7.82m 9.80m

一般環境 5.48m 8.76m 10.95m 17.49m 21.90m

周波数
F=5700MHz

管理環境 4.00m 6.40m 8.00m 12.80m 16.00m

一般環境 9.00m 14.30m 17.80m 28.50m 35.70m

各周波数帯における電波防護指針を満足する離隔距離



13技術的条件案（一般的条件（1））

920MHz帯 2.4GHz帯 5.7GHz帯

無線周波数帯 917.8MHz～919.4MHz 2410MHz～2486MHz 5738MHz～5766MHz

チャンネル 918.0MHz及び919.2MHz 2412MHz、2437MHz、2462MHz、
2484MHz

5740MHz、5742MHz、5744MHz、
5746MHz、5748MHz、5750MHz、
5752MHz、5758MHz、5764MHz

送信／通信方式
単行通信・単信・複信・
半複信・同報通信方式

単向方式 単向方式

変調方式 規定しない 無変調（N0N） 無変調（N0N）
送信装置と受電装置の

通信
規定しない 規定しない 規定しない

受電装置からの

ビーコン信号

規定しない

他方式通信を使用する

規定しない

他方式通信を使用する

特定小電力設備等を使用した送信
設備からの指示により、送信装置と
同一周波数帯の電波を発射するも
のとする。また、特定小電力無線設
備等を使用した情報により、受電装
置の位置を特定が可能な装置につ
いては、この機能を有しないものとす

る。

送信装置の筐体
高周波部及び変調部は、容易に開

けることができないこと
高周波部及び変調部は、容易に開け

ることができないこと
高周波部及び変調部は、容易に開

けることができないこと

送信空中線 規定しない
ビームフォーミングによる可変ビーム

指向性空中線
ビームフォーミングによる可変ビーム

指向性空中線

設置環境
WPT屋内設置環境の「WPT管理環

境」又は「WPT一般環境」
WPT屋内設置環境の
「WPT管理環境」

WPT屋内設置環境の
「WPT管理環境」



14技術的条件案（一般的条件（2））

920MHz帯 2.4GHz帯 5.7GHz帯

キャリアセンス 規定しない

①キャリアセンスによる干渉確認を実
行した後、送信を開始すること

②キャリアセンスは、電波を発射する
周波数が含まれる単位チャネル及び
隣接チャネル並びに次隣接チャネル
に対して行い、34μS以上行うものであ
ること。

③キャリアセンスレベルは、給電線入
力点にて、発射しようとする電波と同
一周波数が含まれるチャネルにおけ
る受信電力において-72dBm/20MHz、
隣接及び次隣接チャンネルおいて
-62dBm/20MHzとし、これを超える場
合は、送信を行わないものであること

場合は、送信を行わないものである
こと。

④共用状態確認の認定の時間基準
については、特に規定しない

①キャリアセンスによる干渉確認を
実行した後、送信を開始すること。
キャリアセンスは、5470MHz以上
5730MHz以下の周波数に対して行う
こと。

②キャリアセンスレベルは、
5680MHz以上5730MHz未満の周波
数チャネルにおいて-75dBm/20MHz、
5570MHz以上5680MHz未満の周波
数チャンネルおいて-72dBm/20MHz、
5470MHz以上5570MHz未満の周波
数チャンネルにおいて
-60dBm/20MHz以上であること。
③累積非検出時間が4ms以上とし、
送信は開始後8ms以内に終了するこ

と。ただし、非共用状態であることを
認定した場合は、５秒間は、送信の
時間を192msに変更できる。

④非共用状態であることの認定は、
③に規定されるキャリアセンスレベ
ルで、1秒間以上の検出が無い状態
とすること。

送信時間制限装置

「WPT一般環境」では、電波を発射し

てから４秒以内に電波の発射を停
止し50msを経過した後でなければ

その後の送信を行わないこと。また、
「WPT管理環境」では、送信時間制
限装置は規定しない

規定しない 規定しない



15技術的条件案（一般的条件（3））

920MHz帯 2.4GHz帯 5.7GHz帯

人体検出機能 規定しない
電波防護指針の指針値を超える範囲
に人体が立ち入ったことを検出し、送

信を停止する機能を有する

電波防護指針の指針値を超える範
囲に人体が立ち入ったことを検出し、

送信を停止する機能を有する

設置環境
WPT屋内設置環境の「WPT管理環

境」又は「WPT一般環境」
WPT屋内設置環境の
「WPT管理環境」

WPT屋内設置環境の
「WPT管理環境」

空中線の設置方法 規定しない
最大空中線利得方向が大地面方向
に対して±10度以内となるように原

則として天井設置すること

最大空中線利得方向が大地面方向
に対して±10度以内となるように原

則として天井設置すること

電波防護指針
への適合

使用環境に合わせて「WPT一般環
境」又は「WPT管理環境」に適合す

ること

電波防護指針（管理環境）に適合す
ること

電波防護指針（管理環境）に適合す
ること



16技術的条件案 （無線設備の技術的条件（1））

920MHz帯 2.4GHz帯 5.7GHz帯
周波数の許容偏差 ±20.0×10-6以内 ±50.0×10-6以内 ±20.0×10-6以内

占有周波数帯幅の許容値 200kHz以内 規定しない 規定しない

隣接チャンネル漏えい電力
無線チャネル端において10dBm以

下、隣接チャネル漏えい電力は
0.5dBm以下であること

規定しない 規定しない

不要発射の強度の許容値 表4.1.1 表4.2.1及び図4.2.2 表4.3.2及び図4.3.5

空中線電力 1W以下 合算値にて15W以下 合算値で32W以下

空中線利得

6dBi以下

ただし、等価等方輻射電力が
36dBm以下となる場合は、その低

下分を送信空中線の利得で補うこ
とができる

24dBi以下

ただし、等価等方輻射電力が
65.8dBm 以下となる場合は、その

低下分を送信空中線の利得で補う
ことができる

25dBi以下

ただし、等価等方輻射電力が
70.0dBm以下となる場合は、その

低下分を送信空中線の利得で補う
ことができる

空中線指向性 規定しない
ビーム指向性を任意に形成・制御

できること
ビーム指向性を任意に形成・制御

できること

等価等方輻射電力の制限値 規定しない
大地面方向に対して80～90度の範
囲において47dBm/MHz以下のこと

大地面方向に対して80～90度の範
囲において47dBm/MHz以下のこと

空中線電力の許容偏差 上限20％、下限80％以内 上限20％、下限50％以内 上限20％、下限50％以内

受電装置

副次的に発する電波等の限度は、
930MHz 以下（915MHz を超え
930MHz 以下を除く。）は-
54dBm/100kHz 以下、 1.215GHz を
超えるものは-47dBm/MHz 以下

規定しない

周波数の許容偏差は
±20.0×10-6以内

不要発射の強度の許容値は表
4.3.2のとおり
空中線電力は0.32mW以下（上限
20％、下限50％以内）

等価等方輻射電力が給電線損失
を含み5dBi以下



17技術的条件案 （無線設備の技術的条件（2））

不要発射の強度の許容値
表4.1.1

表4.2.1及び図4.2.2

表4.3.2及び図4.3.2

周波数帯
不要発射の強度の許容値

（平均電力）
参照帯域幅

710MHz以下 -36dBm 100kHz
710MHz を超え 900MHz 以下 -58dBm 1MHz
900MHz を超え 915MHz 以下 -58dBm 100kHz
915MHz を超え 915.7MHz 以下及び
923.5MHz を超え 930MHz 以下

-39dBm 100kHz

915.7MHz を超え 923.5MHz 以下 -29dBm 100kHz
930MHz を超え 1GHz 以下 -58dBm 100kHz
1GHz を超え 1.215GHz 以下 -48dBm 1MHz
1.215GHz を超えるもの -30dBm 1MHz

離調周波数 不要発射の上限値
50kHz以上1MHz未満 -8.3(dBm/1MHz)

1MHz 15.8(dBm/MHz)
10MHz以上 -34.2(dBm/MHz)

中心周波数fcからの離調周波数
不要発射の強度の許容値
（給電点による平均電力）

不要発射の強度の許容値
（平均EIRP）

-730MHz 以下 -48 dBm/MHz -23 dBm/MHz
-730MHz を超え -350MHz 以下 -48 dBm/MHz -23 dBm/MHz
-350MHz を超え -200MHz 以下 -46 dBm/MHz -21 dBm/MHz
-200MHz を超え -80MHz 以下 -38 dBm/MHz -13 dBm/MHz
-80MHz を超え -10MHz 以下 -24 dBm/MHz 1 dBm/MHz
-10MHz を超え -1MHz 以下 -8 dBm/MHz 17 dBm/MHz
-1MHz を超え -50kHz 以下 8 dBm/MHz 33 dBm/MHz
50kHz を超え 1MHz 以下 8 dBm/MHz 33 dBm/MHz
1MHz を超え 10MHz 以下 -14 dBm/MHz 10 dBm/MHz
10MHz を超え 80MHz 以下 -24 dBm/MHz 1 dBm/MHz
80MHz を超え 900MHz 以下 -38 dBm/MHz -13 dBm/MHz
900MHz を超えるもの -48 dBm/MHz -23 dBm/MHz



18その他留意事項について

■設置環境

■運用調整

■移設について

■920MHz帯の「特定無線設備」及び無線従事者配置不要について

本検討システムの対象である屋内での使用環境を「WPT屋内設置環境」とし、そのうち、人の有無及び
他の無線システムの運用を含めて一元的に管理を要する「WPT管理環境」とそれ以外の「WPT一般環
境」を定義し、管理を実施することが必要である。

本検討の920MHz帯を使用した空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの空中線電力1W以下となる送
信装置に関しては、他の無線システムを含めた周囲への影響と機器の操作に関してはRFIDシステムと同
等であることから、空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムのいち早い普及の推進と申請者設置免許人へ
の負担軽減等のために、 RFIDシステムと同様に「特定無線設備」及び無線従事者の配置を不要とするこ
とが望まれる。

既存の無線システム等に与える影響を回避・軽減するためには、設置環境に配慮した設置や周波数の有
効利用を図るために、空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの産業界がコアとなって、官民が連携した、
既存の無線システムとの運用調整のための仕組みが構築され、電波の利用環境の維持に努めることが必要
である。

空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムは、工場、倉庫及び介護現場での利用を想定しており、利用者
の利便性も考慮し移設の際に変更申請等が必要のない構内無線局とすることが適当と考えられる。ただし、
空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムでは、一の「WPT屋内設置環境」内での移設に限定する必要が
ある。さらに、設置建物、設置階等の設置方法が変わる等の「WPT屋内設置環境」外への漏洩電力が著
しく変わる場合には、干渉検討を実施する必要がある。



19今後の検討課題について

空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムでは、既存の無線システム等に与える影響を回避・軽
減するためには、設置環境に配慮した設置や周波数の有効利用を図るために、空間伝送型ワイ
ヤレス電力伝送システムの製造者・運用者側が中心となって、官民が連携した既存の無線システ
ムとの運用調整のための仕組みが構築され、電波の利用環境の維持に努めることが必要である。

空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムと既存の無線通信システムとの共用のためには、新
たに空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムを設置する側において壁損失等の条件を満たす必
要がある。また、設置後も、設置場所のレイアウトの変更等が条件の適合性に影響を生じる可能
性が考えられる。制度化にあたってはこれらのことに配慮した検討が行われることが必要である。

本検討では、第１ステップとして、工場等の屋内での利用を前提とした空間伝送型ワイヤレス電
力伝送システムに関し、他の無線通信システムとの共用や電波の安全性について検討を行った。
今後、屋外での利用や大電力化の可能性の検討については、商用化の時期や実用化の取組状
況等を踏まえつつ、再度干渉等について検討を行っていくことが必要である。
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以上


